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証券コード 2874
2025年1月31日

（電子提供措置の開始日2025年1月24日）
株 主 各 位

本 店 横浜市鶴見区大黒町５番35号
本社事務所 横浜市西区みなとみらい三丁目３番３号

横 浜 コ ネ ク ト ス ク エ ア 10 階

横 浜 冷 凍 株 式 会 社
代表取締役社長 古 瀬 健 児

第77期定時株主総会継続会開催ご通知
拝啓 日頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼を申し上げます。
さて、当社第77期定時株主総会継続会（以下「本継続会」といいます。）を下記

のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本継続会の開催に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第77期定時株主総会継続会開催ご通知」及び「第77期定時株主総
会継続会その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）」として電子提供措置事項
を掲載しております。
【当社ウェブサイト】
https://www.yokorei.co.jp/ir/stock/meeting/

また、上記のほか、電子提供措置事項は、東京証券取引所（東証）のウェブサイト
にも掲載しております。下記ウェブサイトにアクセスして、銘柄名（会社名）に
「横浜冷凍」又はコードに「2874」を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／PR
情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。
【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、本継続会は、2024年12月25日開催の第77期定時株主総会の一部となりま
すので、本継続会にご出席いただける株主様は第77期定時株主総会において議決権
を行使できる株主様と同一となりますことを申し添えます。

敬 具

2025年01月17日 19時36分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20241223_01）



― 2 ―

記

1. 日 時 2025年2月17日（月曜日）午前10時
2. 場 所 横浜市西区北幸一丁目３番23号

横浜ベイシェラトン ホテル＆タワーズ ４階「清流」
※2024年12月25日開催の第77期定時株主総会と同じホテルですが、会場が
異なりますためご注意ください。

3. 目的事項
報 告 事 項 1．第77期（2023年10月１日から2024年９月30日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2．第77期（2023年10月１日から2024年９月30日まで）計算書類報告の件

以 上

事前質問受付のご案内
本株主総会におきましては、メールにて事前質問の受付をさせていただきます。
ご質問は本継続会の報告事項に関わる内容に限らせていただきます。株主の皆様の関心の高い事

項につきましては、当社ウェブサイトに掲載させていただく予定ですが、個別の回答はいたしか
ねますのでご了承ください。

メールによる質問方法
下記メールアドレスに、必要事項と質問事項を入力したメールをお送りください。
【メールアドレス】soukai@yokorei.co.jp
【必要事項】①株主番号（ご不明の場合は省略可です） ②お名前 ③ご住所

④ご質問（200文字以内で、要点を簡潔に、お願いいたします。）
※2025年2月10日（月曜日）午後5時まで

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトに修正内容を掲載させてい
ただきます。

◎本継続会開催ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び現
行定款の規定に基づき、当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトに掲載しておりますので、本継続会開催ご通
知には記載しておりません。したがって、本継続会開催ご通知の添付書類は、監査報告を作成するに際し、監
査役及び会計監査人が監査をした対象の一部であります。
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第77期定時株主総会継続会の開催経緯について

当社は、2024年11月29日付けで「特別損失の計上に伴う数値変更見込みに関するお知らせ」
にてお知らせいたしましたとおり、会計監査人の監査が未了であり、過年度決算の訂正に日数を
要することが見込まれました。
これにより当社は、2024年12月25日開催の第77期定時株主総会（以下「本総会」といいま

す。）において、報告事項である「第77期（2023年10月１日から2024年９月30日まで）事業
報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件」及び「第
77期（2023年10月１日から2024年９月30日まで）計算書類報告の件」（併せて以下「本報告
事項」といいます。）を株主の皆様にご報告することができませんでした。
そのため、当社は本総会において、本報告事項を目的事項とした本継続会を開催させていただ

くこと、及び本継続会の日時及び場所の決定を取締役会にご一任いただくことに関しまして、ご
来場の株主様にお諮りし、ご承認いただきました。
このたび、一連の決算手続き等が完了したことで、本継続会の開催ご通知をご案内させていた

だいた次第であります。
本件につきましては、株主の皆様をはじめ関係者の皆様には、多大なご迷惑とご心配をおかけ

いたしますことを心よりお詫び申し上げます。
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売上高
第 76 期 第 77 期

125,598 百万円 122,282 百万円
前期比

％2.6

営業利益
第 76 期 第 77 期

3,588 百万円 4,647 百万円
前期比

％29.5

親会社株主に帰属する当期純利益又は純損失（△）
第 76 期 第 77 期

△10,731 百万円 3,933 百万円

経常利益
第 76 期 第 77 期

4,133 百万円 4,808 百万円
前期比

％16.3

事業報告（2023年10月１日から2024年９月30日まで）

1．企業集団の現況に関する事項
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（1）当連結会計年度の事業の状況
①事業の経過及び成果
当連結会計年度（2023年10月１日〜2024年９月30日）におけるわが国の経済は、イン

バウンド需要の増加などを背景に緩やかな回復基調が続いた一方、資源価格や原材料価格の
高騰、円安による物価の上昇、世界情勢の緊迫化など、依然として先行き不透明な状況が続
いております。
当社グループが関わる食品関連業界においては、実質賃金は上昇傾向にあるものの、相次

ぐ食品の値上げによる物価や配送コストの上昇、節約志向が継続しており、厳しい経営環境
が続いております。
このような状況のなか、当社グループは、2026年を最終年度とする新・中期経営計画

（第Ⅱ期）「繋ぐ力」を策定しました。冷蔵倉庫事業は「積み重ねてきた高品質な物流で国内
外の課題を解消し、お客様へスマートコールドサービスを提供」、食品販売事業は「国内外
の生産者とのネットワークを活かし、目利き力により旬や美味しさをお客様へ」を方針と
し、各重点施策に取り組んでまいりました。
その結果、当社グループの当連結会計年度の連結経営成績は、売上高122,282百万円

（前期比2.6％減）、営業利益4,647百万円（前期比29.5％増）、経常利益4,808百万円（前
期比16.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益3,933百万円（前期は親会社株主に帰属
する当期純損失10,731百万円）となりました。
なお、当連結会計年度は投資有価証券売却益による特別利益1,795百万円、気仙沼ソーテ

ィングスポット事業計画見直しに伴う減損損失1,358百万円を計上しております。
また、前期において海外取引先向けの売掛金等の債権に対して特別損失13,514百万円を

計上しております。これにより海外取引先の債権等に対する評価の修正及び収益認識会計処
理の修正を行ったため、過年度の有価証券報告書等の訂正報告書を提出いたしました。株主
の皆様には多大なるご迷惑をおかけしましたことを深くお詫び申し上げます。
事業報告の記載にあたりましては、金融商品取引法に基づく過年度決算訂正を反映した数

値によって記載しております。
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単位：百万円
売上高 営業利益

単位：百万円

第76期第76期 第77期
（当期）

第77期
（当期）

31,827 6,68935,127 7,198

単位：百万円
売上高 営業利益

単位：百万円

第76期第76期 第77期
（当期）

第77期
（当期）

93,712

961

87,095 1,473
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◆冷蔵倉庫事業◆
当連結会計年度は増収増益となりました。
前期からの高い在庫水準が続いており、入庫量、出

庫量、在庫量いずれも前期を上回り保管料収入、荷役
料収入ともに大きく増収となりました。これらの増収
が、今期竣工した３つの物流センターの減価償却費、
立上り経費等のコスト増を吸収し、また、インフレに
よる物価上昇やコスト増加に対しても料金改定交渉や
DX推進による生産性向上に努めた結果、増収増益と
なりました。
タイの連結子会社THAI YOKOREI CO.,LTD.にお

いても、入庫量、出庫量、ともに前期を上回り、主要品目である畜産品、乳製品等の取
扱いが増加し増収増益となりました。
以上の結果、冷蔵倉庫事業の業績は、売上高は35,127百万円（前期比10.4％増）、営

業利益は7,198百万円（前期比7.6％増）となりました。

◆食品販売事業◆
当連結会計年度は減収増益となりました。
水産品は主力の鮭鱒は減収ながら増益、イワシ、ア

カウオは取扱い数量も増え増収増益、また前期相場下
落で利益率を落としたエビも利益率が回復し、水産品
全体では利益重視の販売取り組により減収ながら増益
となりました。
畜産品は、インバウンドや外食向け需要回復によ

り、ポーク、チキンが増収増益となりました。ビーフ
は国内需要の低迷により取扱量が減少し減益となりま
したが、全体では増収増益となりました。
農産品は高温障害により、作物が順調に育たず取扱量は減少しましたが、主力商材の

イモ類が牽引し前年並みの利益を確保しました。
以上の結果、食品販売事業の業績は、売上高87,095百万円（前期比7.1％減）、営業利

益1,473百万円（前期比53.3％増）となりました。
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単位：百万円

第76期 第77期
（当期）

12,378

21,554
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②設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資額は21,554百万円であり、実施した

設備投資の主なものは次のとおりであります。

・恵庭スマート物流センターの新設
冷蔵設備保管収容能力約30,500トン、2024年１月完成

・夢洲第二物流センターの新設
冷蔵設備保管収容能力約15,200トン、2024年１月完成

・箱崎FACILITY物流センターの新設
冷蔵設備保管収容能力約11,900トン、2024年３月完成

・ベンルック物流センター（仮称）の新設、工事中
※VIETNAM YOKOREI CO.,LTD.(当社100％出資のベトナム
現地法人)の冷蔵倉庫

冷蔵設備保管収容能力約45,300トン、2025年１月完成予定
・十勝第四物流センター（仮称）の新設、工事中
冷蔵設備保管収容能力約23,200トン、2025年４月完成予定

・岡山物流センター（仮称）の新設、工事中
冷蔵設備保管収容能力約30,000トン、2025年４月完成予定

・長岡物流センター（仮称）の新設、工事中
冷蔵設備保管収容能力約27,200トン、2026年7月完成予定

③資金調達の状況
設備投資等のための資金調達を行いました結果、当連結会計年度末における長期借入金残

高は、58,552百万円となりました。
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109,794

2,762

3,605

61.30 178,795 83,021

110,761 4,999 3,317

56.34 178,390 84,768

125,598
4,133

△10,731

188,263
73,340

△182.52

単位：百万円
売上高

単位：百万円
親会社株主に帰属する当期純利益又は当期純損失

単位：百万円
経常利益

１株当たり当期純利益又は当期純損失 総資産 純資産
単位：円 単位：百万円単位：百万円

第74期 第75期 第76期 第74期 第75期 第76期

第74期 第75期 第76期 第74期 第75期 第76期 第74期 第75期 第76期

第74期 第75期 第76期 第77期
（当期）

第77期
（当期）

第77期
（当期）

第77期
（当期）

第77期
（当期）

第77期
（当期）

122,282 4,808
3,933

203,026
79,871

66.79
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（2）財産及び損益の状況の推移
①企業集団の財産及び損益の状況
区 分 第 74 期

(2021年９月期)
第 75 期

(2022年９月期)
第 76 期

(2023年９月期)
第 77 期 (当期)
(2024年９月期)

売 上 高(百万円) 109,794 110,761 125,598 122,282
経 常 利 益(百万円) 2,762 4,999 4,133 4,808
親会社株主に帰属する
当期純利益又は当期純損失(百万円) 3,605 3,317 △10,731 3,933

１株当たり当期純利益
又 は 当 期 純 損 失 (円) 61.30 56.34 △182.52 66.79

総 資 産(百万円) 178,795 178,390 188,263 203,026
純 資 産(百万円) 83,021 84,768 73,340 79,871
（注）１．１株当たり当期純利益及び当期純損失は、期中平均発行済株式数（期中平均自己株式数控除後）に

より算出しております。
２．１株当たり当期純利益及び当期純損失を算定するための普通株式の期中平均株式数について、「役

員報酬ＢＩＰ信託」が所有する当社株式数を控除しております。
３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第75期の期首から

適用しており、第75期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。

４．第74期から第76期までの数値は、金融商品取引法に基づき過年度決算訂正を反映した数値です。
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②当社の財産及び損益の状況

区 分 第 74 期
(2021年９月期)

第 75 期
(2022年９月期)

第 76 期
(2023年９月期)

第 77 期 (当期)
(2024年９月期)

売 上 高(百万円) 101,607 108,700 123,513 119,927

経 常 利 益(百万円) 4,096 4,756 3,986 4,624

当期純利益又は当期純損失(百万円) 2,414 3,229 △10,798 3,871
１株当たり当期純利益
又 は 当 期 純 損 失 (円) 41.06 54.85 △183.67 65.74

総 資 産(百万円) 174,500 173,824 183,418 196,995

純 資 産(百万円) 80,848 82,083 70,287 76,009

（注）１．１株当たり当期純利益及び当期純損失は、期中平均発行済株式数（期中平均自己株式数控除後）に
より算出しております。

２．１株当たり当期純利益及び当期純損失を算定するための普通株式の期中平均株式数について、「役
員報酬ＢＩＰ信託」が所有する当社株式数を控除しております。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第75期の期首から
適用しており、第75期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。

４．第74期から第76期までの数値は、金融商品取引法に基づき過年度決算訂正を反映した数値です。

（3）重要な親会社及び子会社の状況
①親会社の状況
該当事項はありません。

②重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

千バーツ ％
THAI YOKOREI CO.,LTD. 837,500 66.2 冷蔵倉庫事業

千バーツ ％
BEST COLD CHAIN CO.,LTD. 30,000 35.0 運送事業

百万ドン ％
VIETNAM YOKOREI CO.,LTD. 306,085 100.0 冷蔵倉庫事業
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企業理念

環境活動

会社は社会の公器であり、利益は奉仕の尺度である

●自然冷媒導入率85％以上　　　●太陽光発電能力20メガワット

●連結売上高　1,700億円　 ●連結営業利益　100億円　 ●EBITDA　170億円以上
全社定量目標

冷蔵倉庫事業 2030ビジョン 食品販売事業 2030ビジョン

伝統と革新を融合したスマート
コールドサービスをお約束します

お客様とともに食の独自価値を実現し、
生産者に寄り添い守り、世界の食卓を

豊かにします
－ 事業活動 －

* セグメント営業利益は、配賦不能営業費用（管理部門にかかる費用）の控除前です

①セグメント売上高400億円　セグメント営業利益*100億円
②多機能＆オートメーション化低温物流センター

－ 事業活動 －
①セグメント売上高 1,300億円
②セグメント営業利益率* 3.0％以上

ヨコレイ 事業ビジョン  2030

地球環境との共生 働きがいのある
職場づくり

より高い品質・
サービスの提供

地域社会と
ともに発展

経営基盤の強化・
健全性の確保

ヨコレイ サステナビリティビジョン 2030

明るい食の未来へ ～ヨコレイは食の安定供給により、持続可能な社会に貢献します～

マテリアリティ
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（4）対処すべき課題
当事業年度及び過年度における海外取引先に対する債権等について特別損失を計上したこ

とを踏まえ、全社的リスク管理の在り方を見直すこととし、2025年１月１日付、組織改編
によりリスク管理部を設置し、全社各事業部門の事業所間連携関係を構築し、情報と伝達を
確実にし、リスク管理体制の再構築とリスク管理体制の強化を図ってまいります。

当社グループを取り巻く事業環境は、人口減少による労働力不足、エネルギー価格高騰に
よる電力料金の増加、物価の上昇による節約志向など厳しい状況が続いております。
世界的には気候変動や世界人口増加による食資源の枯渇化に伴う食資源獲得競争等、環境

問題が年々深刻化しており、地球環境への配慮と、持続的な企業成長を両立したサステナビ
リティへの積極的な取り組みが求められております。
このような状況のなか、当社グループは2030年に向けた中長期的方向性「ヨコレイ事業

ビジョン2030」及び「ヨコレイサステナビリティビジョン2030」を掲げ、実現に向けた
第２テージとして2026年を最終年度とする新・中期経営計画（第Ⅱ期2023年10月〜
2026年９月）「繋ぐ力」において定めた各重点施策に取り組んでまいります。
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新・中期経営計画（第Ⅱ期）の全体像 －全体方針及び事業別方針－

2026年度目標

繋ぐ力
新・中期経営計画（第Ⅱ期)　全体方針

セグメント別重点施策

冷蔵倉庫事業

冷蔵倉庫事業 －３つの重点施策 －

食品販売事業

生産性を向上させ事業の成長スピードを加速化させる

１．環境配慮型センターの加速化

３．ASEANグローバル展開

２．スマートコールドサービスの実現
　　～次世代型冷蔵倉庫の新設～

食品販売事業 －４つの改革・成長パッケージ －

１．収益性向上のための構造改革

２．事業品*2・全社取組商材*3の販路拡大

３．独自商品と販売網の開発

４．海外における販路拡大

経営基盤

〈事業別方針〉
積み重ねてきた高品質な物流で国内外の課題を解消し、
お客様へスマートコールドサービスを提供します。

売上高目標 ： 360億円
セグメント営業利益*1目標 ： 80億円

売上高目標 ： 1,140億円
セグメント営業利益*1目標 ： 25億円

〈事業別方針〉
国内外（グローバル）の生産者とのネットワークを活かし、
目利き力により旬や美味しさをお客様へとお届けします。

売上高 1,500億円
営業利益 65億円
EBITDA 130億円

ROE ５%以上
自己資本比率 40％台を維持

*2 事業品：投融資先国内外パートナーの商材および自社生産品（ノルウェーサーモン、
自社設備での凍結加工品等）

*3 全社取組商材：調達力を活かした一括仕入商材（サバ、ウナギ等）

*1  セグメント営業利益は、配賦不能営業費用（管理部門にかかる費用）の控除前です
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以上の方針により、次期の業績見通しは、売上高127,000百万円、営業利益4,250百万円、経
常利益4,150百万円、親会社株主に帰属する当期純利益2,800百万円を見込んでおります。
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（5）主要な事業内容 （2024年９月30日現在）
冷蔵倉庫事業 水産品・畜産品・農産品などの冷蔵・冷凍保管、凍結
食品販売事業 水産品・畜産品・農産品などの加工・販売
通関事業 通関業務

（6）主要な事業所（2024年９月30日現在）
①当社の主要な事業所
本店 横浜市鶴見区大黒町５番35号（登記上の本店）
本社 横浜市西区みなとみらい三丁目３番３号

横浜コネクトスクエア10階
冷 蔵 倉 庫 事 業 食 品 販 売 事 業 通 関 事 業

北 海 道 7ヶ所 ２ヶ所 ―
青 森 県 １ヶ所 １ヶ所 ―
宮 城 県 ３ヶ所 ２ヶ所 ―
茨 城 県 １ヶ所 １ヶ所 ―
埼 玉 県 ４ヶ所 ― ―
千 葉 県 １ヶ所 １ヶ所 ―
東 京 都 ３ヶ所 5ヶ所 １ヶ所
神 奈 川 県 ５ヶ所 ― １ヶ所
静 岡 県 ２ヶ所 １ヶ所 ―
愛 知 県 ４ヶ所 ２ヶ所 １ヶ所
大 阪 府 5ヶ所 1ヶ所 １ヶ所
兵 庫 県 １ヶ所 ― １ヶ所
福 岡 県 3ヶ所 1ヶ所 １ヶ所
佐 賀 県 ３ヶ所 １ヶ所 ―
長 崎 県 ３ヶ所 ２ヶ所 ―
宮 崎 県 ２ヶ所 ― ―
鹿 児 島 県 ５ヶ所 １ヶ所 ―
合 計 53ヶ所 21ヶ所 6ヶ所
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②主要な子会社の事業所
会 社 名 所 在 地

THAI YOKOREI CO.,LTD. 本社：タイ王国

BEST COLD CHAIN CO.,LTD. 本社：タイ王国
VIETNAM YOKOREI CO.,LTD. 本社：ベトナム社会主義共和国

（7）従業員の状況（2024年９月30日現在）
①企業集団の従業員の状況
事 業 区 分 従 業 員 数（人） 前連結会計年度末比増減（人）

冷 蔵 倉 庫 事 業 1,316 （43） +70 （△２）

食 品 販 売 事 業 279 （17） +8 （△１）

通 関 事 業 30 （1） △4 （０）

全 社 （ 共 通 ） 111 （3） +4 （△１）

合 計 1,736 （64） +78 （△４）
（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グルー

プへの出向者を含む）であり、使用人兼務取締役は含まれておりません。また、臨時従業員数は
（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員は、特定の事業に区分できない管理部門等に所属してい
るものであります。

②当社の従業員の状況
従業員数（人） 前事業年度末比増減（人） 平 均 年 齢（歳） 平均勤続年数（年）

1,401（64） +66（△４） 36.6 12.1
（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、使用

人兼務取締役は含まれておりません。また、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載し
ております。
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（8）主要な借入先の状況（2024年９月30日現在）
借 入 先 借 入 額

株式会社横浜銀行 31,380百万円

株式会社三井住友銀行 14,074百万円

農林中央金庫 10,458百万円

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 3,177百万円

株式会社みずほ銀行 2,585百万円

株式会社りそな銀行 2,000百万円

Bangkok Bank Public Co., Ltd. 1,473百万円

株式会社もみじ銀行 1,000百万円

株式会社京都銀行 1,000百万円

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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■ 金融機関
16,300千株
27.50%

■ 金融商品取引業
489千株
0.83%

■ その他の国内法人
10,903千株
18.40%

■ 外国法人等
8,329千株
14.05%

■ 個人・その他
23,073千株
38.93%

■ 自己名義
171千株
0.29%

■ 政府・地方公共団体
－千株
－%

2. 株式の状況（2024年９月30日現在）
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（1）発行可能株式総数 160,000,000株

（2）発行済株式の総数 59,095,149株
（自己株式171,535株を除く）

（3）株主数 15,633名

（4）大株主（上位10名）

所有者別株式分布状況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,723 9.68

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 2,750 4.65

株 式 会 社 松 岡 2,569 4.34

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 2,205 3.73

株 式 会 社 横 浜 銀 行 2,176 3.68

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 1,737 2.94

農 林 中 央 金 庫 1,473 2.49

株 式 会 社 八 丁 幸 1,411 2.38

横 浜 冷 凍 従 業 員 持 株 会 1,333 2.25

ＤＦＡ ＩＮＴＬ ＳＭＡＬＬ ＣＡＰ ＶＡＬＵＥ ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 1,097 1.85

（注）１．持株数は、千株未満の端数を切り捨てて表示しております。
２．持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
３．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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（5）その他株式に関する重要な事項
①譲渡制限付株式報酬制度

当社は、2019年12月20日開催の第72期定時株主総会の決議に基づき、取締役（社外
取締役を除く）を対象に、譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。これを受け、当
社は、2023年12月22日開催の取締役会における自己株式処分の決議に基づき、取締役
８名（社外取締役を除く）に対して、譲渡制限付株式報酬として、2024年1月22日付で
自己株式62,400株を割り当てております。

②役員報酬ＢＩＰ信託
当社は、2014年12月19日開催の第67期定時株主総会の決議に基づき、取締役（社外

取締役を除く）を対象に、株式報酬制度として役員報酬ＢＩＰ信託を導入しましたが、
2019年12月20日開催の第72期定時株主総会の決議に基づき、譲渡制限付株式報酬制度
を導入したことにより、追加拠出は行っておりません。なお、本制度に基づき当事業年度
に退職した取締役3名に対して交付した株式数は60,400株であり、2024年９月30日現
在において、日本マスタートラスト信託銀行（役員報酬ＢＩＰ信託口）が所有する当社株
式は162,100株です。

③従業員持株会を通じた当社従業員への譲渡制限付株式付与制度
当社は、2023年５月15日開催の取締役会の決議に基づき、当社従業員に対して横浜

冷凍従業員持株会を通じて譲渡制限付株式を付与する制度を導入しております。
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3. 新株予約権等の状況

― 16 ―

（1）当事業年度末日に在任する当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株予約
権の状況
該当事項はありません。

（2）当事業年度中に当社執行役員及び従業員並びに子会社役員及び従業員に対し職務執行の対
価として交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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4. 会社役員の状況
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（1）取締役及び監査役の状況（2024年９月30日現在）
役 名 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 吉 川 俊 雄

代 表 取 締 役 社 長 古 瀬 健 児

常 務 取 締 役 越 智 孝 次 冷蔵事業部門担当 兼 海外冷蔵事業
推進担当

常 務 取 締 役 吉 川 尚 孝 事業総合企画本部長 兼 販売事業本
部長 中期経営計画推進委員長

取 締 役 岡 田 洋 販売推進事業部統括部長 兼 販売戦
略管理部長

取 締 役 池 田 浩 人 国内産地販売グループ統括部長 兼
東日本事業部長 兼 東日本事業活性化担当

取 締 役 星 野 義 明 ダイヤモンド十勝㈱取締役副社長

取 締 役 吉 田 郷 管理本部長 兼 総務人事統括部長
気候関連担当 中期経営計画推進副委員長

取 締 役 酒 井 基 次 認定特定非営利活動法人経営支援NPOクラブ理事長

取 締 役 堀 合 洋 祐 公認会計士堀合事務所公認会計士

取 締 役 本 田 光 宏 筑波大学大学院ビジネス科学研究群教授
ユアサ商事㈱社外監査役

取 締 役 坂 本 順 子 六田・坂本法律事務所弁護士
綿半ホールディングス㈱社外取締役

常 勤 監 査 役 井 上 啓 造

常 勤 監 査 役 林 修 三

監 査 役 棚 橋 栄 蔵 銀座インペリアル法律事務所弁護士

監 査 役 宗 像 久 男
(株)パソナグループ顧問
(株)セーフティネット新規事業開拓顧問
公益社団法人自衛隊家族会理事

（注）１．酒井基次、堀合洋祐、本田光宏、坂本順子の各氏は、社外取締役であります。
２．井上啓造、林修三 、棚橋栄蔵、宗像久男の各氏は、社外監査役であります。
３．当社は、社外取締役 酒井基次、堀合洋祐、本田光宏、坂本順子、社外監査役 井上啓造、棚橋栄

蔵、宗像久男の各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て
おります。

４．常勤監査役 林修三氏は、金融機関における豊富な経験に基づき、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有しております。

５．2023年12月22日開催の第76期定時株主総会終結の時をもって、取締役 松原弘幸、井上祐司、花
澤幹夫の各氏は任期満了により取締役を退任いたしました。
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（2）取締役及び監査役の報酬等
①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、過半数が独立社外取締役で構成される指名・報酬諮問委員会の答申を経て取締
役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。
また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容

の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、指名・報
酬諮問委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うもの
であると判断しております。
取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の概要は、以下のとおりです。

１）全体像
当社役員に対する報酬については、①固定報酬となる「基本報酬」 ②単年度業績を反

映できる「業績連動賞与」 ③中長期的業績を反映できる「譲渡制限付株式報酬」により
構成する。
役員のうち非業務執行役員である社外取締役及び監査役に関しては、業績連動報酬等の

変動報酬がなじまないことを勘案し、基本報酬のみとする。
全役員とも役員退職慰労金制度は、無とする。

２）報酬の種類ごとの内容
ア．基本報酬

取締役に関しては、株主総会決議の範囲内で、他社水準及び当社従業員の給与水準を
総合的に考慮し決定する。監査役に関しては、株主総会決議の範囲内で、監査役の協議
により個別報酬額を決定する。

イ．業績連動賞与
株主総会決議の範囲とし、単年度業績を反映できる業績連動賞与の総額は、毎期の連

結経営成績の①「営業利益」 ②「経常利益」 ③「親会社株主に帰属する当期純利益」
を業績指標とする。目標を達成した場合の基準額を100とした場合、前年対比及び決算
短信で開示した計画数値の達成度を勘案し、０から150の範囲で変動させ決定する。
その結果から他社動向等を勘案し、前後10%を上限とし変動させることを可能とす
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る。ただし、その場合においても0から150の範囲内とし、考慮すべき特別の要因があ
るときは、前記10%の範囲を超えて変動させる場合がある。
なお指標については、本業の状況を示す「営業利益」を最も重要な指標と位置づけ、

その他客観的で恣意的な評価操作が介在する余地がなく透明性のある指標として「経常
利益」「親会社株主に帰属する当期純利益」を採用する。

ウ．譲渡制限付株式報酬
株主総会決議に基づき、取締役と株主のより一層の価値共有を進めることを目的に中

長期的業績を反映できるものとして譲渡制限付株式報酬制度を導入する。
なお本制度による譲渡制限の解除は取締役退任時とし、付与株式の総数の上限は、年

92,000株とする。
対象取締役に対する各事業年度付与株式数 （単位：株）

役 位 名
在 任 期 間

２年未満 ２年以上
４年未満

４年以上
６年未満

６年以上
８年未満 ８年以上

取 締 役 会 長
取 締 役 社 長 16,000 17,000 18,000 19,000 20,000

取 締 役 副 社 長
専 務 取 締 役 9,600 10,200 10,800 11,400 12,000

常 務 取 締 役 6,400 6,800 7,200 7,600 8,000

取 締 役 （常 勤） 3,200 3,400 3,600 3,800 4,000
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取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

役員区分 報酬の種類 報酬限度額 株主総会決議日 決議時点の役員の員
数（支給対象）

取締役

基本報酬

年額300百万円以内
(うち社外取締役分
50百万円以内)
＊使用人分給与は
含まない

2021年12月22日 12名
(うち社外取締役４名)

業績連動賞与
＊社外取締役は対象外

年額90百万円以内
＊使用人分給与は
含まない

2019年12月20日 ８名

譲渡制限付株式報酬
＊社外取締役は対象外

年額120百万円以内
年間92,000株以内 2019年12月20日 ８名

監査役 基本報酬 年額50百万円以内 2014年12月19日 ４名

３）取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定
金銭報酬である「基本報酬」、「業績連動賞与」、非金銭報酬である「譲渡制限付株式報

酬」の割合は、目標を達成した場合、６：２：２を目安に設定する。
このうち「業績連動賞与」は、毎期の営業利益等の業績達成度合いにより変動するよう

設定しているが、最終的には指名・報酬諮問委員会に諮問し答申された内容を尊重し取締
役会で決定する。
「譲渡制限付株式報酬」については、毎年１回、指名･報酬諮問委員会に諮問し答申さ

れた内容を尊重し取締役会で決定する。具体的には、決議日の前営業日における東京証券
取引所における当社株式の終値に基づき算定された額を現物出資財産として給付し株式交
付を行うこととする。

４）取締役に対し報酬を与える時期又は条件の決定
「基本報酬」に関しては毎月支給を行うこととする。
「業績連動賞与」、「譲渡制限付株式報酬」については、毎年の定時株主総会終了直後に

開催される取締役会において決定され、「業績連動賞与」に関しては即日、「譲渡制限付株
式報酬」については、当該取締役会決議日の原則翌月中に一括して支給する。
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５）取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の委任について
当社全体の業績を俯瞰しつつ、各取締役の部門評価と個人評価を総合的・客観的に行う

ことのできる代表取締役社長が適任者であることから、代表取締役社長古瀬健児に金銭報
酬の取締役個人別配分を決定する権限を委任する。なお、過半数が独立社外取締役で構成
される指名・報酬諮問委員会に諮問することで適切な権限行使に係る措置を講じている。

②取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支給人数
（名）

報酬等の種類別の総額（百万円） 報酬等の総額
（百万円）基 本 報 酬 業績連動賞与 株 式 報 酬

取 締 役 15 149 − 64 214
（う ち 社 外 取 締 役） （４） （24） （−） （−） （24）
監 査 役 ４ 34 − − 34
（う ち 社 外 監 査 役） （４） （34） （−） （−） （34）
合 計 19 184 − 64 249
（う ち 社 外 役 員） （８） （59） （−） （−） （59）

（注）１．業績連動賞与の額の算定上の基礎として選定した業績指標の内容、当該業績指標を選定した理由、
算定方法は①２）イ．に記載のとおりです。当事業年度における達成度は116％でした。しかしな
がら、第76期有価証券報告書の訂正報告書で開示した特別損失計上を考慮し、当事業年度における
業績連動賞与は不支給としております。

２．非金銭報酬として取締役に対して譲渡制限付株式を交付しております。当該株式報酬の内容及びそ
の交付状況は２．（５）その他株式に関する重要な事項に記載のとおりです。

３．上記のほか、2014年12月19日開催の第67期定時株主総会において決議いただいた、役員退職慰
労金制度廃止に伴う打ち切り支給の対象となる取締役のうち、当事業年度中に退任した取締役２名
に対して11,600千円を支給しております。

４．上記のほか、2014年12月19日開催の第67期定時株主総会における、役員退職慰労金制度廃止に
伴う打ち切り支給の決議に基づき、現任取締役２名に対しては総額250,240千円、現任社外監査役
１名に対しては総額1,500千円の範囲内で打ち切り支給を行います。なお、支給時期は取締役又は
監査役の退任時としております。
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（3）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役 酒井基次、堀合洋祐、本田光宏、坂本順子及び社外監査役 井上啓

造、林修三、棚橋栄蔵、宗像久男の各氏とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく
損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める額としております。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との

間で締結し、被保険者がその職務執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請
求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により填補することとして
おります。当該保険契約の被保険者は、当社及び当社子会社の取締役（非業務執行取締役
を含む）・監査役及び執行役員等の主要な業務執行者であり、すべての被保険者について
その保険料を全額当社が負担しております。ただし、被保険者の犯罪行為、被保険者が法
令違反を認識しながら行った行為、被保険者が違法に利益を得たこと、又は他の者に利益
を供与したことに起因する損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の
適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。

（5）社外役員に関する事項
①社外役員の重要な兼職先と当社との関係

社外取締役及び社外監査役の兼職状況は「４．(１) 取締役及び監査役の状況」の重要
な兼職の状況に記載のとおりです。なお、各社外役員の兼職先と当社との間に特別の関係
はありません。
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②当事業年度における主な活動状況
取締役会及び監査役会への出席状況

氏 名
取締役会

（13回開催）
監査役会

（13回開催） 主な活動状況出席回数
(回)

出席率
(％)

出席回数
(回)

出席率
(％)

取 締 役 酒 井 基 次 13 100 ― ―

監査部門等での豊富な経験と見識から有用な発
言を行っております。指名・報酬諮問委員会の
委員長として、取締役等の選解任及び報酬に関
する事項等について公正・透明な監督機能にも
貢献しております。

取 締 役 堀 合 洋 祐 13 100 ― ―

公認会計士としての豊富な経験及び企業財務に
関する十分な知見から有用な発言を行っており
ます。指名・報酬諮問委員会の委員として、取
締役等の選解任及び報酬に関する事項等につい
て公正・透明な監督機能にも貢献しております。

取 締 役 本 田 光 宏 13 100 ― ―

国税庁の要職を歴任し、筑波大学大学院教授と
しての豊富な経験と見識から有用な発言を行っ
ております。指名・報酬諮問委員会の委員とし
て、取締役等の選解任及び報酬に関する事項等
について公正・透明な監督機能にも貢献してお
ります。

取 締 役 坂 本 順 子 13 100 ― ―

教育者としての実績を持ち、弁護士としての幅
広い知見と経験から有用な発言を行っておりま
す。指名・報酬諮問委員会の委員として、取締
役等の選解任及び報酬に関する事項等について
公正・透明な監督機能にも貢献しております。

監 査 役 井 上 啓 造 13 100 13 100
企業経営や監査に携わった経験から有用な発言
を行うとともに、監査の方法その他の監査役の
職務執行に関して、意見の表明を行っておりま
す。

監 査 役 林 修 三 13 100 13 100
財務及び会計の専門的見地から有用な発言を行
うとともに、監査の方法その他の監査役の職務
執行に関して、意見の表明を行っております。

監 査 役 棚 橋 栄 蔵 13 100 13 100
弁護士としての豊富な経験と見識から有用な発
言を行うとともに、監査の方法その他の監査役
の職務執行に関して、意見の表明を行っており
ます。

監 査 役 宗 像 久 男 13 100 13 100
危機管理の専門的見地から有用な発言を行うと
ともに、監査の方法その他の監査の職務執行に
関して、意見の表明を行っております。
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（1）名称 有限責任監査法人トーマツ

（2）報酬等の額
区 分 支 払 額

・当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 79,000千円

・公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 −千円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合
計額 79,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、当社取締役と会計監査人からその監査計画詳細の内容、会計監査の職務遂行状況及び
報酬の見積りの算出根拠等について聴取したうえで検証を行いました。その結果、監査役会は、会
計監査人の報酬等の額について必要な監査品質を十分維持しうるための水準であると判断し、同意
いたしました。

３．当社の重要な子会社のうち、在外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査
法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

（5）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると認められる場合は、監

査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査
役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を
報告いたします。
また、上記の場合の他、監査役会は、会計監査人の職務執行状況等(監査品質、独立性、

総合的能力)を総合的に判断し、監査の適正性及び信頼性が確保できないと認められる場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
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当社は、会社法で求められる体制に加え、金融商品取引法に基づく、「財務報告の適正性を確保
するための体制」を重要な視点として定めて、継続的に内部統制システムの整備を進め、その実効
性の確保に努めています。基本方針の概要及び運用状況は、以下のとおりです。

（1）業務の適正を確保するための体制の整備についての決議の内容の概要
①取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
１）コンプライアンス基本方針及びコンプライアンスマニュアル（行動規範）を定め、役員及

び従業員の行動や判断、評価についての基準となるべき原則を示し、全役員及び全従業員
に周知徹底しています。

２）コンプライアンス管理規程に基づき、管理本部がコンプライアンスに関する事項を一元管
理し、コンプライアンス体制の構築と推進及び管理を実践しています。

３）法令違反その他コンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、「ヨコレ
イグループ内部通報・相談窓口」を当社の総務部に設置し未然防止に努めています。ま
た、情報提供者に対しては内部通報処理規程に基づき不利益な扱いを行わない等の保護を
しています。

４）代表取締役社長直属の内部監査室を設けて、コンプライアンスの遵守状況を含めた内部監
査を年間計画に基づいて計画的に実施しています。

５）会社の重要な業務執行に関する事項は、月１回の定例取締役会及び臨時取締役会で決定し
ています。また、取締役会は、取締役の業務執行状況を監督しています。

６）監査役は取締役会で必要に応じ意見を述べ、また、取締役の職務執行状況に対し必要に応
じて改善を助言しています。

７）反社会的勢力とは一切の関係をもたず、介入等に対しては組織全体として断固とした姿勢
で対応していきます。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
１）代表取締役社長は、取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき全社的に統括する

責任者に管理本部長を任命しています。
２）取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理は、「取締役の職務執行に関する文書管理規

程」に定め、これにより文書または電磁的媒体に記録し保存・管理しています。
３）取締役及び監査役は、常時、これらの文書等を閲覧することができます。
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③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
１）リスク管理活動における基本目的と行動指針を定めたリスク管理基本方針を全役員及び全

従業員に周知徹底させています。
２）取締役会で、リスク管理規程を制定し、重点管理リスクのリスク種類ごとの管理部署及び

緊急時の対応等を定めています。
３）管理本部は、全社的なリスク管理体制の構築と運用を行い、当社グループ全体のリスクを

網羅的・統括的に管理していきます。
４）監査役及び内部監査室は、各部門のリスク管理状況の有効性及び適切性について監査を行

っています。
④財務報告の適正性を確保するための体制
１）当社グループの財務報告の適正性を確保するために、「内部統制規程」「内部統制の整備・

運用及び評価の基本方針書」に基づき、内部統制の整備・運用を行い、有効性の評価を行
っていきます。

２）内部統制委員会の構築・運用チームが中心となり、当社グループの財務報告の適正性を確
保するために必要な体制の整備・運用を図っていきます。

３）当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、見積りや評価を伴う会計処理
及び複雑な取引についての会計処理等に関する検討体制を強化するため、良質な人材の確
保や専門知識の拡充を図るとともに、監査法人とのより密なコミュニケーション、必要に
応じた専門家の活用、より実務的で網羅性ある業務マニュアルの整備を行うことで、財務
報告の適正を確保するための体制の整備及び運用を図っていきます。

⑤取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
１）取締役が効率的に職務を執行するために、業務分掌及び職務権限に関する規程に基づき職

務権限と担当業務を明確にしています。
２）毎月開催される取締役会で、業績・業務執行のレビューを行い、経営目標の達成状況及び

課題等を把握することで、効率的な業務遂行を図っています。
３）取締役会の監督機能と説明責任を強化するとともに審議の充実を図るため、取締役会の諮

問機関として、過半数が独立社外取締役で構成される「指名・報酬諮問委員会」を設置し
ています。当諮問委員会は、取締役等の選解任に関する事項及び報酬等について審議した
内容を取締役会に対して答申し、取締役等の指名・報酬等に関する手続の公正性、透明性
及び客観性を担保しています。

2025年01月17日 19時36分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20241223_01）



― 27 ―

４）経営目標に関する重要な意思決定、重大な影響を及ぼす事項は、意思決定の迅速化・効率
化を図るため、経営会議で十分協議・検討した上で取締役会に付議いたします。

⑥当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
１）子会社の取締役等の職務の執行にかかる事項の当社への報告に関する体制

子会社の経営内容を的確に把握するために、当社が定める関係会社管理規程及び同規程に
基づく子会社運営細則により、当社に事前協議・報告する事項を定め適切に管理していま
す。
当社の定例取締役会または経営会議で、子会社の代表取締役等から業務執行・財務状

況・その他重要な情報について定期的に報告を受けています。
２）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社のリスク管理規程に基づき各子会社は、リスク管理責任者を設置しリスク発生の防
止、発見等に努めています。
各子会社は、損失の危険を把握した場合には速やかに当社のリスク管理委員会に報告す

ることを定め、グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理するリスク管理体制を構築
しています。

３）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、子会社の事業特性や規模等を考慮し、適正かつ効率的な運営を行うために、当

社グループの年度計画及び中期経営計画を策定しています。
子会社の管理責任者である当社の管理本部長は、子会社の代表取締役等から事業活動に

関する重要な意思決定及び重大な影響を及ぼす事項の報告を適時受け、その内容を検討
し、必要があるときは助言を行い当社の取締役会に報告します。

４）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
子会社運営細則に基づき各子会社は、当社のコンプライアンス基本方針及びコンプライ

アンスマニュアル（行動規範）を全役員及び全従業員に周知徹底しています。
当社のコンプライアンス管理規程に基づき各子会社は、コンプライアンス担当責任者を

設置しコンプライアンスの推進及び教育指導等を実践しています。
当社の内部監査室が、コンプライアンス遵守状況を含めた子会社の監査を定期的に実施

しています。
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⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役の使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項
１）監査役会から、監査役の職務を補助する使用人を要請された場合には、監査役会と協議し

て設置します。
２）取締役からの独立性を確保するため、当該使用人の人事考課及び人事異動は監査役と協議

して行います。また、監査役の指示の実効性を確保するため、監査役から命じられた職務
に関しては、取締役及び当該使用人の属する組織等の者の指揮命令は受けないものとしま
す。

⑧当社の監査役への報告に関する体制
１）当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人は当社監査役の要請に

応じて、会社の事業状況及び内部統制システムの整備・運用状況の報告を行います。
２）当社の内部監査室長は内部監査室が行った監査結果について、また、当社の総務部長は

「ヨコレイグループ内部通報・相談窓口」の通報・相談状況について、当社の監査役に報
告を行います。

３）当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人は、会社に著しい損害
を及ぼす恐れのある事実、重大なコンプライアンス違反及び不正行為の事実を知ったとき
には、速やかに当社の監査役に報告を行います。

４）当社及び子会社は、当社の監査役への報告を行った者に対してこれを理由とする不利益な
取り扱いを行うことを禁止し、当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及
び使用人に周知徹底します。

⑨監査費用等の処理に係る方針に関する事項
１）当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたとき

は、必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理します。
２）当社は、監査役の職務の執行について生じる費用等について毎期予算を設けています。

⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
１）代表取締役社長等で構成される経営会議のメンバーとの定期的な会合を持ち、意見交換及

び意思の疎通を図ります。
２）会計監査人と定例ミーティングを実施し情報交換を行っています。
３）内部監査室と連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図ります。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社は、上記業務の適正を確保するための体制整備とその適切な運用に努めております。当事

業年度における運用状況の概要は、次のとおりです。
①内部統制システムの整備に関する基本方針の周知

「内部統制システムの整備に関する基本方針」の趣旨、内容等について当社及び子会社に説
明を行い、当社グループ全体への周知を図っております。

②コンプライアンス
コンプライアンス意識の向上と不正行為の防止を図るため、コンプライアンス基本方針及び

随時更新しているコンプライアンスマニュアル（行動規範）をイントラネットに掲載し、全役
員及び全従業員が常時閲覧可能な状態にしております。また、法務室によるコンプライアンス
関連コラムの全社発信やコンプライアンス連絡会議の開催等を定期的に行うことで、より一層
の充実に努めるとともに、「ヨコレイグループ内部通報・相談窓口」の設置による内部通報し
やすい環境の整備も行っております。当事業年度においては、コンプライアンス委員会を２回
開催し（2023年11月及び2024年６月）、全社的なコンプライアンスの運用状況と問題点の
把握に努め、その結果を取締役会に報告しております。

③リスク管理体制
経営における重大な損失、不利益等を最小限にするためリスク管理規程を制定してリスクの

把握・評価・対応策等によるリスク管理を継続的に行っております。また、経営に与える影響
が大きいと思われるリスクに関しては、経営会議で報告され、リスクの共有及び対応を図って
おります。
なお、当事業年度および過年度における海外取引先に対する債権等について特別損失を計上

したことを踏まえ、全社的リスク管理の在り方を見直すこととし、2025年１月１日付、組織
改編によりリスク管理部を設置し、全社各事業部門の事業所間連携関係を構築し、情報と伝達
を確実にし、リスク管理体制の再構築とリスク管理体制の強化を図ってまいります。

④グループ管理体制
毎月開催される取締役会等で経営状況等の報告を受け、現況を把握・助言できる体制になっ

ております。さらに、子会社の意思決定については、グループ経営における重要度に応じ、当
社と事前協議を行う体制をとっております。また、当社の内部監査室が子会社の業務監査を定
期的に実施しております。
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⑤監査役への報告体制
当社の内部監査室長は内部監査室が行った監査結果について、また、当社の総務部長は「ヨ

コレイグループ内部通報・相談窓口」の通報・相談状況について、当社の監査役に報告を行っ
ております。

⑥取締役会の実効性評価
当社は、取締役会の更なる機能向上を図るため、2019年から全取締役を対象にアンケート

を実施し、その集計結果から認識された課題及び今後に向けた取り組みについて取締役会にて
議論し、取締役会の実効性に関する分析・評価を行っております。当事業年度は2024年８月
に実施いたしました。その結果、当社の取締役会は概ね適切に運営されており、取締役会の実
効性は確保されていると評価いたしました。引き続き、取締役会のより高い実効性の確保に向
けて、継続的に実効性の評価を行い、必要な議論を進めてまいります。

⑦コンプライアンス理解度チェックの実施
当社は、従業員のコンプライアンスに対する適正な認識を深めるため、全従業員向けのコン

プライアンス理解度チェック（当社の業務に関連する内容や一般的なコンプライアンスに関す
る選択式の設問によるチェック）を2024年7月に実施いたしました。正答率等の実施結果や、
各設問の解説をフィードバックすることで、従業員のコンプライアンス理解度の向上を図って
おります。
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（単位：百万円）
資 産 の 部

科 目 金 額
流動資産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
商品
前渡金
短期貸付金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
リース資産
建設仮勘定
その他

無形固定資産
その他

投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
長期未収入金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

36,270
3,481

13,370
16,295

498
825

1,809
△10

166,756
115,399
63,660
9,775

31,410
373

9,199
981

3,340
3,340
48,015
43,239
4,224
6,450
264
904

△7,067
資産合計 203,026

負 債 の 部
科 目 金 額

流動負債 43,643
支払手形及び買掛金 4,573
短期借入金 12,273
１年内返済予定の長期借入金 5,698
１年内償還予定の社債 10,000
リース債務 99
未払法人税等 3,098
賞与引当金 622
その他 7,277

固定負債 79,511
社債 20,000
長期借入金 52,854
リース債務 306
役員報酬ＢＩＰ信託引当金 95
債務保証損失引当金 4,281
退職給付に係る負債 783
資産除去債務 91
その他 1,098

負債合計 123,155
純 資 産 の 部

株主資本 69,586
資本金 14,303
資本剰余金 14,428
利益剰余金 41,137
自己株式 △282

その他の包括利益累計額 8,661
その他有価証券評価差額金 7,542
繰延ヘッジ損益 △184
為替換算調整勘定 1,237
退職給付に係る調整累計額 64

非支配株主持分 1,623
純資産合計 79,871
負債純資産合計 203,026
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（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 122,282
売上原価 108,618

売上総利益 13,664
販売費及び一般管理費 9,016

営業利益 4,647
営業外収益
受取利息 292
受取配当金 334
受取手数料 107
受取遅延損害金 198
貸倒引当金戻入額 278
雑収入 389 1,600

営業外費用
支払利息 549
支払手数料 237
固定資産除却損 202
デリバティブ評価損 130
為替差損 200
雑支出 118 1,439
経常利益 4,808

特別利益
投資有価証券売却益 1,795
条件付対価受入益 275 2,070

特別損失
減損損失 1,358 1,358

税金等調整前当期純利益 5,520
法人税、住民税及び事業税 3,405
法人税等調整額 △1,912 1,493
当期純利益 4,026
非支配株主に帰属する当期純利益 93
親会社株主に帰属する当期純利益 3,933
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（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 14,303 14,419 52,213 △386 80,549

誤謬の訂正による累積的影響額 − − △13,562 − △13,562
誤謬の訂正を反映した当期首残高 14,303 14,419 38,650 △386 66,987
当期変動額
剰余金の配当 △1,447 △1,447
親会社株主に帰属する当期純利益 3,933 3,933
自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 9 104 113
株主資本以外の項目の当期
変動額(純額) −

当期変動額合計 − 9 2,486 104 2,599
当期末残高 14,303 14,428 41,137 △282 69,586

（単位：百万円）
その他の包括利益累計額

非 支 配
株主持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金 繰延ヘッジ損益 為 替換算調整勘定
退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額
合 計

当期首残高 4,392 213 884 △164 5,326 1,459 87,334
誤謬の訂正による累積的影響額 △178 △253 − − △431 − △13,993

誤謬の訂正を反映した当期首残高 4,214 △39 884 △164 4,894 1,459 73,340
当期変動額
剰余金の配当 − △1,447
親会社株主に帰属する当期純利益 − 3,933
自己株式の取得 − △0
自己株式の処分 − 113
株主資本以外の項目の当期
変動額(純額) 3,328 △144 353 229 3,766 164 3,930

当期変動額合計 3,328 △144 353 229 3,766 164 6,530
当期末残高 7,542 △184 1,237 64 8,661 1,623 79,871
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（単位：百万円）
資 産 の 部

科 目 金 額
流動資産
現金及び預金
受取手形
売掛金
商品
貯蔵品
前渡金
短期貸付金
関係会社短期貸付金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
借地権
ソフトウェア
電話加入権
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
関係会社出資金
長期貸付金
従業員に対する長期貸付金
関係会社長期貸付金
破産更生債権等
長期前払費用
差入保証金
繰延税金資産
長期未収入金
その他
貸倒引当金

34,121
2,082

1
13,034
16,295

59
565
564
258

1,269
△9

162,874
102,400
56,001
2,134
8,822
384
711

30,084
361

3,899
2,172
1,538
592
28
13

58,301
42,230
3,544

10
1,792
4,130

2
6,090

40
4

484
293

6,450
294

△7,067
資産合計 196,995

負 債 の 部
科 目 金 額

流動負債 41,840
買掛金 4,572
短期借入金 10,800
1年内返済予定の長期借入金 5,627
1年内償還予定の社債 10,000
リース債務 95
未払金 1,236
未払法人税等 3,092
未払費用 2,403
前受金 6
預り金 104
賞与引当金 621
その他 3,280

固定負債 79,145
社債 20,000
長期借入金 52,498
リース債務 301
退職給付引当金 778
役員報酬ＢＩＰ信託引当金 95
債務保証損失引当金 4,281
資産除去債務 91
長期預り金 98
長期未払金 251
長期デリバティブ負債 747

負債合計 120,986
純 資 産 の 部

株主資本 68,650
資本金 14,303
資本剰余金 14,428
資本準備金 14,346
その他資本剰余金 81

利益剰余金 40,201
利益準備金 1,004
その他利益剰余金 39,196
圧縮記帳積立金 285
別途積立金 48,510
繰越利益剰余金 △9,598

自己株式 △282
評価・換算差額等 7,358
その他有価証券評価差額金 7,542
繰延ヘッジ損益 △184

純資産合計 76,009
負債純資産合計 196,995
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（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高
商品売上高 87,095
冷蔵庫収入 32,772
その他事業収入 59 119,927

売上原価
商品売上原価 80,690
冷凍事業原価 25,949
その他事業原価 34 106,674
売上総利益 13,253

販売費及び一般管理費 8,854
営業利益 4,398

営業外収益
受取利息 381
受取配当金 365
受取手数料 107
受取遅延損害金 198
貸倒引当金戻入額 278
雑収入 370 1,700

営業外費用
支払利息 506
支払手数料 237
固定資産除却損 200
デリバティブ評価損 130
為替差損 285
雑支出 114 1,474
経常利益 4,624

特別利益
投資有価証券売却益 1,795
条件付対価受入益 275 2,070

特別損失
減損損失 1,358 1,358

税引前当期純利益 5,336
法人税、住民税及び事業税 3,376
法人税等調整額 △1,912 1,464

当期純利益 3,871
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（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

資本準備金
そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

圧縮記帳
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 14,303 14,346 72 14,419 1,004 285 47,110 2,938
誤謬の訂正による累積的影響額 − − − − − − −△13,562

誤謬の訂正を反映した当期首残高 14,303 14,346 72 14,419 1,004 285 47,110△10,623
事業年度中の変動額
剰余金の配当 − △1,447
当期純利益 − 3,871
圧縮記帳積立金の取崩 − △0 0
別途積立金の積立 − 1,400 △1,400
自己株式の取得 −
自己株式の処分 9 9
株主資本以外の項目の当期変
動額(純額) −

事業年度中の変動額合計 − − 9 9 − △0 1,400 1,024
当期末残高 14,303 14,346 81 14,428 1,004 285 48,510 △9,598

（単位：百万円）
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金
自 己 株 式 株 主 資 本合 計利益剰余金

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当期首残高 51,339 △386 79,675 4,392 213 4,606 84,281
誤謬の訂正による累積的影響額 △13,562 − △13,562 △178 △253 △431 △13,993

誤謬の訂正を反映した当期首残高 37,776 △386 66,112 4,214 △39 4,174 70,287
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △1,447 △1,447 − △1,447
当期純利益 3,871 3,871 − 3,871
圧縮記帳積立金の取崩 − − − −
別途積立金の積立 − − − −
自己株式の取得 − △0 △0 − △0
自己株式の処分 − 104 113 − 113
株主資本以外の項目の当期変
動額(純額) − − 3,328 △144 3,183 3,183

事業年度中の変動額合計 2,424 104 2,537 3,328 △144 3,183 5,721
当期末残高 40,201 △282 68,650 7,542 △184 7,358 76,009
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独立監査人の監査報告書
2025年1月6日

横 浜 冷 凍 株 式 会 社
取締役会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
東京事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 田 知 範
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宇 治 川 雄 士

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、横浜冷凍株式会社の2023年10月1日から2024年9月30日

までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
横浜冷凍株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国
における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

強調事項
連結注記表 Ⅳ.誤謬の訂正に関する注記に記載されているとおり、会社は当連結会計年度において、過年度におけ

る誤謬の訂正を行い、期首の利益剰余金等を修正している。
当該事項は、当監査法人の監査意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する

ことにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。
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・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計
算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単
独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上
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独立監査人の監査報告書
2025年1月6日

横 浜 冷 凍 株 式 会 社
取締役会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
東京事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 田 知 範
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宇 治 川 雄 士

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、横浜冷凍株式会社の2023年10月1日から2024年9

月30日までの第77期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当

該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に
おける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
個別注記表 Ⅳ.誤謬の訂正に関する注記に記載されているとおり、会社は当事業年度において、過年度における誤

謬の訂正を行い、期首の利益剰余金等を修正している。
当該事項は、当監査法人の監査意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する

ことにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
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・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類
等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、
計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入
手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ
ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい
て報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監 査 報 告 書
当監査役会は、2023年10月1日から2024年9月30日までの第77期事業年度における取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見とし
て、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、当期の監査計画書を策定し、監査の方針、監査業務の分担等を定め、各監査役からの監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、当期の監査計画、監査の方針、監査業務の分
担等に従い、取締役、内部監査室、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づ
き整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2021年11月16日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年1月6日

横 浜 冷 凍 株 式 会 社 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 ( 社 外 監 査 役 ) 井 上 啓 造 ㊞
常 勤 監 査 役 ( 社 外 監 査 役 ) 林 修 三 ㊞
社 外 監 査 役 棚 橋 栄 蔵 ㊞
社 外 監 査 役 宗 像 久 男 ㊞

以 上
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横浜市西区北幸一丁目３番23号　電話：(045）411－1111（代表）
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定時株主総会継続会会場ご案内図 
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